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要約 

2011 年 3 月 11 日東日本大震災に起因する，東京電力福島第一原子力発電所における事故を

受け，環境省は放射線健康影響に関する風評払拭を目指した「ぐぐるプロジェクト」を通じ

てメッセージ発信を行っている．本研究では，環境省のメッセージについて，行動経済学的

観点から分析し，効果的なメッセージを提案する．具体的には，利用可能性ヒューリスティ

ック，権威バイアス，同調効果・社会規範，多元的無知を活用したメッセージ案を作成し，

RCTによってメッセージの有効性を検証した．その結果，権威があり，かつ馴染みのある組

織からの見解を示すメッセージや，多数派の認識を社会規範として提示し同調効果を促進

するメッセージが「東京電力福島原発事故の被災地における，次世代以降の人（将来生まれ

てくる子や孫など）への放射線による健康影響が起こる可能性は高い」と回答する割合を最

大で 20%ポイント程度引き下げることが示された． 
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1. はじめに 

環境省は東京電力福島第一原子力発電所における事故を受け「ぐぐるプロジェクト」を

展開し，放射線健康影響に関するリスクコミュニケーションと情報発信を行っている1．し

かし，環境省による 2021年 3月のアンケートでは，全国の 41.2%が「東京電力福島第一原

発事故の被災地における，次世代以降の人（将来生まれてくる子や孫など）への放射線に

よる健康影響が起こる可能性は高い」と回答した2．これは「放射線被ばくが直接の原因と

なるような将来的な健康影響は見られそうにないと引き続きみなしている」という

UNSCEARの見解と大きく異なっている．環境省はこの割合を 20%にまで減らす目標を掲

げ，有名漫画キャラクター島耕作氏が「え，４割も？」とコメントするイラストや，

UNSCEARの科学的エビデンスを活用したメッセージ発信を行っている．本研究では，行動

経済学の観点から，こうした環境省のメッセージの有効性に疑問を抱き，新たなメッセー

ジを作成したうえで，RCTによってメッセージの効果検証を行った． 

 

2. 行動経済学的仮説と介入メッセージ案 

環境省のメッセージについて，行動経済学的観点から見た改善点は次の２点である． 

観点１「健康影響が起こる可能性は高い」と回答した人が４割もいるという表現で，

 科学的情報と異なる考えを持っている人が多いかのように強調している点． 

観点２UNSCEAR という一般的に認知度が低い組織の発信を活用している点． 

改善点を踏まえて，本研究を行うにあたり，以下の４つの仮説を立てた． 

仮説１(権威バイアス)権威ある組織からの情報は認識改善を促進する．  

仮説２(利用可能性ヒューリスティック)馴染みある組織の情報は認識改善を促進する．  

仮説３(社会規範と同調効果)多数派の認識を社会規範として示し， 

少数派を意識させることは認識改善を促進する． 

仮説４(多元的無知)周囲の考えへの思い込みを修正することは認識改善を促進する． 

これらの仮説をもとに図１で示した６つのメッセージを作成し，効果検証を行った．A

と B は，仮説１の権威バイアスと，仮説２の利用可能性ヒューリスティックを利用したメ

ッセージである．B では権威があり，かつ日本の団体でより身近な日本産科婦人科学会の

発表を用いた．C・D・E は仮説３の社会規範と同調効果に基づいている．F は主に仮説４

の多元的無知に基づいたメッセージである．はじめに，周囲の人の何％が健康影響の可能

性は低いと思っているか予想してもらい, その後に Dと同様のメッセージを提示した．  

 
1 環境省「ぐぐるプロジェクト」HP 

（https://www.env.go.jp/chemi/rhm/portal/communicate/） 
2 環境省令和 2 年度放射線の健康影響に関する情報発信の実施業務 アンケート調査 

https://www.env.go.jp/chemi/rhm/portal/communicate/
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図１ 調査で使用したメッセージ 

 

3. 調査の概要・推定方法 

 2022年 10 月 14 日から 10 月 19日まで，全国満 20~69 歳の男女 10,080人を対象にオンラ

インアンケートを実施し，有効回答数は 8,967件であった．調査では 10,080人を，メッセ

ージを提示しない群を含めて７つのグループに分け，各メッセージを提示した後，「東京電

力福島第一原発事故の被災地における，次世代以降の人（将来生まれてくる子や孫など）へ

の放射線による健康影響についてどのように思いますか」と質問した．回答については「健

康影響の可能性は極めて低い」「健康影響の可能性は低い」「健康影響の可能性は高い」「健

康影響の可能性は非常に高い」の４つの選択肢を用意した．また，回答者属性や行動経済学

A 国連委員会 B 日本産科婦人科学会 

C 少数派 D 多数派 

E 福島+多数派 F 質問+多数派 
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的特性など，健康影響の認識に影響を与える可能性がある項目を合わせて質問した． 

 本調査では日本を６地域に区分し，それぞれの地域から性別・年齢 15歳区分で同数ずつ

サンプルを取得している．このサンプルを日本の人口分布に合わせるため，重み付けした． 

各メッセージが，次世代以降の人への放射線健康影響に対する認識に与えた効果を測る

ために，以下の推定式を用いて分析を行った． 

𝑌𝑖 = 𝛽0 +𝛽1𝐴𝑖 + 𝛽2𝐵𝑖 + 𝛽3𝐶𝑖 +𝛽4𝐷𝑖 +𝛽5𝐸𝑖 + 𝛽6𝐹𝑖 + 𝛽7𝑋𝑖 + 𝜀𝑖, （1） 

i は回答者を示す．被説明変数には，次世代以降の人への健康影響ダミーを設定した．ア

ンケートの４つの選択肢のうち「健康影響の可能性は極めて低い・低い」を 1，「健康影響

の可能性は高い・非常に高い」を 0とした．A~F の説明変数は，各メッセージが送られてい

れば 1 をとるダミー変数である．説明変数 X は，健康影響の認識に影響を与える可能性の

あるコントロール変数であり，属性，福島との関連性，職業，行動経済学的特性変数の４つ

に分類した．属性変数として性別，年収，教育年数，年齢を設定した．福島との関連性につ

いては，「福島県在住である」，「過去に福島県在住経験がある」，「福島県を定期的に訪問し

ている」，「福島県を訪問した経験がある」，「福島県出身である」，「テレビやインターネット

等で福島県の情報をよく目にする」のそれぞれに該当する場合に 1 をとるダミー変数を設

定した．職業変数は医者・医療介護職・学生・管理職ダミーで，それぞれの職業に該当する

場合に 1 をとるダミー変数を設定した．行動経済学的特性変数は，各特性に関する質問にと

てもあてはまる場合に 5，あまりあてはまらない場合に 1 をとるように作成した3．ただし

互恵性と健康に気を遣うかについては，複数個の質問の回答の平均値を用いた．また，行動

経済学的特性として CRT正答数も用いた4． 

 
3 同調性「周りの人と同じような行動をとっていると安心する」 

現在バイアス「今すぐやった方がいいと思っていても課題を先延ばしにしてしまう」 

互恵性「誰かが自分の頼みを聞いてくれたら恩返しをしたいと思う」「たとえ高くつく

かもしれなくても，自分を不当に扱う人には報復したいと思う」「たとえ高くつくか

もしれなくても，自分以外の人を不当に扱う人には罰を与えたいと思う」 

寄付「見返りを期待せず、慈善事業に寄付したいと思う」 

社会規範「列で並んでいるところに割り込むことは絶対にしない」 

人を信頼するか「一般的に言って、人はだいたい信用できる」 

利他性「他の人のためになること（公園のゴミ拾いなど）をすると自分もうれしい」 

リスク選好「あなたが普段お出かけになる時に、傘をもって出かけるのは降水確率が

何％以上だと思う時ですか」 

健康に気を遣うか「食事や栄養を気にしている」「運動・スポーツをするようにしてい

る」「十分な睡眠や休養を心がけている」「タバコを控えている」「お酒を控えてい

る」「食品の産地に気をつけている」「定期的に健康診断を受けている，健康に関する

情報を集めている」 
4 CRT は，Frederick（2005）で提案された，認知的熟慮性を計る指標．計算問題３問から 

構成されており，それぞれの問題に直観的な回答と熟慮的な回答が設定されている． 
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4. 分析結果 

 図２は，次世代以降の人への健康影響の可能性は非常に高い・高いと回答した人の割合を

メッセージ別に示したグラフである．エラーバーは 95％信頼区間を示している．メッセー

ジを見せない統制群では，健康影響の可能性は（非常に）高いと回答した割合が 51.3%であ

った．その一方で，最も効果が大きかった E では 32.2%となっており，19.1%ポイントの引

き下げ効果が見られた．また，Bにおいても 16.5%ポイントの大きな引き下げ効果があった． 

有効回答全体をサンプルとした推定結果を表１示した．係数の推定値（上行）とロバステ

ィック標準誤差（下行）を示している．モデル(2)~(5)は，コントロール変数を説明変数に

加えたモデルの推定結果である．分析の結果からすべてのメッセージは，どの変数をコント

ロールしても，統制群と比較して割合を有意に引き下げる効果が見られた．最も効果があっ

たのは E で，統制群と比べ 20％ポイント程度，「健康影響の可能性は高い・非常に高い」と

いう回答を減少させた．次に効果があるのは B で，17％ポイント程度の効果があった．次い

で F，D が 11%ポイント，10％ポイント程度の効果があった．一方で，環境省ベースのメッ

セージである Aと Cは，それぞれ 7％ポイント，2％ポイント程度の効果にとどまった． 

 

 

表１ 健康影響の認識に関する推定結果 

 (1) (2) (3) (4) (5) 

A 0.068*** 0.071*** 0.071*** 0.071*** 0.071*** 

 (0.009) (0.009) (0.009) (0.009) (0.009) 

図２ 「健康影響の可能性は（非常に）高い」と回答した割合 
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B 0.165*** 0.168*** 0.167*** 0.167*** 0.167*** 

 (0.009) (0.008) (0.008) (0.008) (0.008) 

C 0.021** 0.023** 0.025*** 0.026*** 0.029*** 

 (0.009) (0.009) (0.009) (0.009) (0.009) 

D 0.093*** 0.095*** 0.094*** 0.094*** 0.100*** 

 (0.009) (0.009) (0.009) (0.009) (0.009) 

E 0.191*** 0.195*** 0.196*** 0.196*** 0.196*** 

 (0.009) (0.009) (0.008) (0.009) (0.008) 

F 0.113*** 0.116*** 0.118*** 0.117*** 0.117*** 

 (0.009) (0.009) (0.009) (0.009) (0.008) 

定数項 0.487*** 0.512*** 0.531*** 0.529*** 0.369*** 

 (0.007) (0.020) (0.020) (0.019) (0.025) 

Observations 8,967 8,967 8,967 8,967 8,967 

Log Likelihood -7,204.312 -7,144.427 -7,127.574 -7,122.368 -7,034.033 

Akaike Inf.Crit. 14,422.620 14,310.850 14,289.150 14,286.740 14,130.070 

属性 N Y Y Y Y 

福島県との関連性 N N Y Y Y 

職業 N N N Y Y 

行動経済学的特性 N N N N Y 

Note:   *p<0.1; **p<0.05; ***p<0.01 

 

5. 結論 

環境省が使用していた UNSCEAR のメッセージ，少数派を強調するメッセージは効果が小

さいことが明らかになった．一方，日本産科婦人科学会のメッセージや多数派を強調するメ

ッセージで 20%ポイント近くの効果が見られた．本研究の結果を踏まえ，ぐぐるプロジェク

トでは公開講座が実施されるなど，研究結果の社会実装が進んでおり，その社会的意義は大

きい．また，行動経済学的知見やデータ分析など，各種エビデンスを活かすことで政策効果

が大きく変わるこのような領域において，官学間の連携が深まることが期待される． 
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